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序章問題意識と調査の概要

小内透

北海道大学大学院教育学研究院教授

北海道大学アイヌ・先住民研究センター兼務教員

第1節 アイヌ調査プロジェクトの問題意識

アイヌの社会や文化に関する研究は、おびただしい数に上る(菊地 2002)。しかし、その多くは、

伝統的な社会や文化を対象とした歴史研究であった。しかも従来の歴史研究が対象とした時代は前

近代が中心であり、アイヌの人々の同化政策が進められた近代以降の歴史に関する研究はそれほど

多くない。アイヌ民族が「日本の国民」と位置づけられたのは近代になってからであり、それにも

かかわらずアイヌ民族を 11日土人Jと称してあからさまな差別を行ってきたのも近現代の日本社会

である。そのため、アイヌ史研究者の榎森進は、アイヌ民族の歴史を探求する上で近現代史の研究

が今後もっとも重要な課題になるとしている(榎森 2008)。

ただし、第二次世界大戦以前の近代に関しては、近年、旧土人保護法の制定とその下で展開され

た「同化政策」について詳細な分析が行われる(小川 1997;山田 1999，2002)など、一定の蓄積

がもたらされつつある。むしろ、ほとんど検討されていないのは第二次世界大戦以後、とりわけ

1940年代後半から1960年代までの歴史だとする見方もある(東村 2006:12)。

民族学・文化人類学の分野で行われてきたアイヌ研究の場合も、基本的な事情は変わらない。古

くから民族学研究の中心的な関心は、アイヌに固有の伝統的な社会や文化のあり方を採集すること

におかれた。江戸時代からの差別や収奪、明治期以降の同化政策や和人との混血などにより、アイ

ヌ民族の伝統的な社会や文化は崩れつつあった。そのため、今から約60年前の1951(昭和26)年に

行われた民族学者・人類学者を中心とする「沙流アイヌの共同調査」でも、当時のアイヌの現状よ

りも、「急速にその固有の姿を喪失しつつある」アイヌ民族の伝統的な親族組織、地縁集団、祖霊

祭把、祭礼等のあり方を古老などからの聞き取りを通じて明らかにすることに力点がおかれた(石

田ほか 1952)1)。

民族学者・文化人類学者の馬場優子は、すでに40年近く前、「従来の、無数と言っても良いほど

のアイヌに関する諸研究は、アイヌの社会と文化に関する限り、その対象はすべてアイヌの伝統的

文化の諸側面の研究あるいはその歴史的復元であると言っても過言ではなかろうJ(馬場 1972:215)

と述べていた。その24年後の1996(平成8)年に、伊藤泰信は馬場のこの言葉を引用した上で、状

況はさほど変わっていないとし、「アイヌの現在」に焦点を合わせた研究を進める必要性を主張し

た(伊藤 1996)。しかし、その後においても、民族学や文化人類学の分野で行われたアイヌの現状

に関する研究は、少数にとどまっている 2)。

このように、おびただしい数に上るアイヌの社会や文化に関する研究があるにもかかわらず、ア

イヌの人々の現実の社会や文化、とりわけ労働や生活の実態を明らかにしようとする研究はきわめ

て少なかった。これらのテーマは、本来であれば、社会学の分野で取り扱うものである。しかし、

松本和良らの研究を除くと、自につく業績はほとんどない(松本編 1988;松本・大黒・中野 1993;
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松本・大黒編 1998;松本 1998，1999， 2002;松本・江JII編 20日1)3)。

松本らは、日高地方や犯振地方にあるいくつかの市町村を対象にした調査研究を展開してきた。

松本和良・大泉正伸らは、アンケート調査にもとづいて、差別・偏見、生活満足度、宗教的行為、

社会運動などのテー?を論じ{松本・大黒編時98)、松本和良・江JII直子らは、歴史的分析と構造

的分析の二つを設定し、構造的分析の中で続受に某づく議論を行っている{松本.tJ:川続 2001)。

とれらの研究l立、アイヌの現状を知る上で、貴重なものである。

しかし、松本らのー速の研究の場合、労働・教育・生活等の実態が必ずしも寸分に明らかにされ

ているとはいえない。アイヌの人々が抱えている生活課題が明確に浮かび上がってこない弱点があ

る。分析のもとになる社会調査が生活満足度等のいわゆる意識調査に傾斜したものであること、ま

た、解釈を行う場合、パーソンズ、デユノレケーム、ブルデュ一等の社会学理論にデータを当てはめ

ようとする傾向の強いことがその背景}とある。そのため、調査対象となったアイヌの人々にとって

は、日常生活の観点から見た場合、リアリティが感じられないものとなっている。

このような研究状況の巾で、現代におけるアイヌの人々が営む日々の労働や生訴の実態、そとに

潜む様々な課題に関しては、むしろ、行政の側が把握しようと努めてきたのが現実である。北海道

民主主部がl宮60(昭和35)年に行った「北海道!日土人集露地区の概況調査j と北海道日高支庁がl事62

(昭和37)年に行った「日高地方におけるアイヌ系住民の生活実態調査』が、そのI諸矢である。前

者は1941(昭和16)年以来初年ぶりに行われた戦後初の調査で、 20世帯以上人口100人以上の全道

51の「旧土人集落」を対象にしたものであ号、その他の地区については1941年の実態調査から概数

を推測している(北海道民生部四郎a)。この調査は、 1自61(昭和36)年から始められた5:tJ年計

画の北海道不良環境地区対策{北海道民主主部 1960b)の基礎資料とするために実施されたものであ

る(東村 2006:沼紛。後者も、「いわゆるアイヌ系住民の生活実態を社会福祉の商からとらえ、今

後における各種施策の基礎資料とすることJを目的としていた{北海道臼潟支庁 1965:16)。北海

道民生部の調査よ習もはるかに詳細な内容で、調査の結果、経済的貧困、 fスラムj化した居住家

屋、修学環境の欠陥、地域社会の差別と偏見等があきらかにされた。 1965(昭和40)年記出された

報告書には、当時の fスラムの住家jの写真も掲載されており、困窮したアイヌの人々の生活がり

アルに捕かれている〔北海道日高支庁四65:12-5) 4)。

さらに北海道は1972(昭和47)年に第1次北海道ウ夕日生活実態調査を全道的に実施し{北海

道民生部 1973)、それをもとに第1次北海道ウタリ福校対策 (1974(昭和49)~1980 (昭和55)年)

を推進することになった(松本 19銘)。その後、 7年ごとにウ夕日生活実態調査 (2白06(平成18)

年からアイヌ生活実態調査と名称を変更)を行い、 2001(平成13)年まで4次に渡る f北海道ウタ

p福祉対策J、2002(平成14)年以降「アイヌの人たちの生活向とに関する捻進方策Jを進めた

(北海道民生部 1973，1979， 1986;北海道生活福祉部 1994;北海道環境生活部 2000，2007) 0 さらに、

2008 (平成20)年7月には「アイヌの人たちの生活向上に関する機進方策(第2次)Jが新たに策

定されている。

時間にわたる「ワ夕日{アイヌ)生活実態調査Jは、行政施策立案の基礎資料として意義をもっ

た。だが、それだけでなく、研究者にとっても、重要な基礎的デークとなっている。アイヌの人々

の生活実態の全体像を把握することは難しいからであり、これらのデータの再分析を通じて、独自

の研究課題にアプローチする研究者もいる(松本初日1;菊地 2002;渡曾 2007)。
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ちなみに、 2006年に実施された最新の f平成18'苧アイヌ生活実態調査報告書jによれば、北海道

に住むアイヌ民族の人口と世帯は、 72の市町村に23，782人、 8，274世帯となっている(北海道環境生

活部 2007)引。調査で用いられたアイヌ民族の定義は、「地域社会でアイヌの血を受け継い守いる

と思われる入、また、婚姻・養子縁組等によりそれらの方と同ーの生討を営んでいる人Jであり、

各市町村が把握ナることができた人口である。

しかし、個人や世帯fi:対する調査は、自らがアイヌ民族と表明した人が属する3日日世帯とその世

帯で生活をともtこする15歳以上の712人を対象としたにすぎない。この方式は8回の調蚕すべてに

おいでほぼ持であ号、北海道アイヌ協会を始め、関係者からは対象者が少なすぎて実態を十分に

反映しきれていないとの問題が指摘されている。また、第8凶の調査については、集昔j-結果の一部

について、当事者たちから疑義が寄せられている。生活保護の被保幾重軽や進学星撃の格差が広がって

いるにもかかわらず、生活意識{生活にゆとりがあるかどうか}で著しい改善を示す結果が出てい

るからである(竹内 2007)。それらの問題を考慮し、より適切に実態を把握できるような調査を行

い、今後の研究及びアイヌ民族政策に反映できるようにすることが求められている。

この点をふまえ、北海道大学アイヌ・先住民研究センターでは、様々な領域の専門家からなる学

際的な研究チームを組織し、北海道に在住するアイヌ民族を対象にした総合的な生活実態調資を実

施することとなった。調査研究は4年聞のプロジェタトとして立ち上げられ、 1年同i亡質問紙を用

いた量的調査、 2年自にインタピューにもとづく質的調査、 3年自に国際比較のための海外調査を

行い、 4年目に全体のまとめを行う予定になっているa

これまで、現代におけるアイヌの人々の生活実態を明らかにしようとする研究がきわめて少なかっ

たことを考えると、今回の調査研究は、懸史的研究に備りがちなアイヌ研究を 歩前進させる契機

になると考えることができる。

第2節鶴賓の概要と報告書の機成

アイヌ調査プ官ジzクトの1年自にあたる2008年に、質問紙を用いた量的な調査として、「アイ

ヌ民族主主活実態調変j を行った。本調査では、アンケート調査まの対象者数を出来る阪事増やすこと

会最大の円的とした。 2008年時点における実行可能性を検討した結果、社団法人北海道ウタリ協会

(当時)(2009 (平成21)年4月に北海道アイヌ協会に改称}の全面的な協力を得て調査を実施する

こととなった。

調査対象は、北海道ウタリ協会会員、道内在住の元協会員、アイヌ民族であることが明確な道内

在住の非協会員が属するすべての世帯と四歳以上85歳未満の世帯構成員全員とした。

一般に、民族の定義は、言言語や宗教の同一位、また集悶としての一体性を重視するかどうか等、

様々な考え方がある。それだけ、むずかしい問題をはらんでいる。北海道アイヌ協会ではアイヌ民

族の鼠統であること、またはその家族であることが入会の資格となってお号、入会時にそれを統明

する必要がある。そのため、今回の調査では、血統から見てアイヌ民族と見なすことのできる人々

が主な調査対象になったと考えてよい。ただし、養子や婚姻などにより、個人としてみた場合、血

統の点からいってアイヌ民族にあてはまらない人も含まれている。

調査にあたって、北海道ウタリ協会の生活相談員と支部長等が調査対象者を日ストアyプし、彼

らが調査員となり2008年10月1日から31日の期間で配布留め置き訟によ層調査察の配布と悶収を行っ
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た。回収された調盗棄は、 11月中旬までに北線道大学アイヌ・先住民研究センターに送付する形を

とった。ただし、一部、調査票を郵送したケースもあった。プライバシーの保護を重視したことに

よ層、この関、調査対象者の住所、氏名、電話番号毒事の個人情報については、すべて北海道ウダリ

協会が管理し、アイヌ・先住民研究センターは、回収された無記名の調査巣のみを扱った。

世帯務主壁掛ま3，438票菌摘し、 2，903素地主有効票として回収され、個人調査を妻都立7，306粟配布し、 5，703

哀が有効票として回収された。有効回収率は、世帯繋が昌4.4%、個人票が78.1%となったe

すでに述べたように、北海道が2006年に行った「アイヌ生活実態調査Jでアンケート調査の対象

となったのは、 300世帯712人であるから、これと比較した場合、有効向答数において、世帯数でがj

立7倍、倒人数で約畠01倍となる。 200吉年北海道調査で把握された全道のアイヌ世帯・人口 (8，274il!:

帯、 23，782人}との関係で見てみると、本調3!Eの有効回答数は世帯数で35.1%、人口で24.0%にあ

たる{北海道環境生活部 2自由7)。

回収された調査察にもとづく主な単純集計結泉は、すでに200百年5月末に当センターのホ}ムペー

ジ上で公表している。公表された結果i土、北海道アイヌ協会の総会や習のアイヌ民族問題有識者懇

談会の最終報告書で紹介され、利用されている。

本報告審は、単純集計結果にとどまらず、教育・就労・生活・意識といった面から、アイヌの人々

の生活状況 a意識の特徴をより深く検討したものである。

本報告書をまとめるにあたって、以下の三つの視点を重視した。

第一は、北海道や日本全体の実態との比較である。アイヌの人々の生指様式はかな明の程度、ア

イヌ以外の日本人と同化しているとの見方もあるe その場合、ゴードン流にいえば、文化的同化だ

けでなく構造的同化の側面も検討すーる必褒がある(Gordon1964=2000)。そこでは、アイヌの人々

の生活がどの程度までアイヌ以外の日本人と同じなのか、どの点で差異があるのかが重要な論点に

なる。本調査では、このl!.をふまえ、可能な限り、臼木や北海道全体のデータと比較できるよう、

調査察を設計した6)。

第二に、本報告書で重視したのは、生活実態の変化の視点である。アイヌ以外の日本人との比較

をするにしても、時代や世代の違いを考慮する必褒がある。同じアイヌの人たちであっても、時代

や世代が異なれば、教育や就労の実態だけでなく、アイヌとしての意識にも違いがあると見た方が

よい。その実態を検討するため、北海道が行った過去の『ウタl) (アイヌ)生活実態調査j結巣と

の比較や世代別年齢別の分析を行った。

第三に、アイヌ民族内の差異についての観点であるe 同じアイヌといっても、少なくとも現在で

は、偶人の生活や意識、また世帯の経済水準などは、多様化している。個人間あるいは世帯聞でみ

れば、無視できない民族内の格差や不平等も存率注するかもしれない。この点を考慮して、アイヌ民

族内の階層間格差、ジェンダー差、地域格差などの視点にもとづく分析も重視した。

以下、本報告書では、調査対象の特性(第1主主)を明らかにした上で、アイヌの点統とアイデン

ティティ{第2主主)、労働と収入の実態(第3輩)、社会保障の現実と課題〔第4主主)、教育不平等

の実態と教育意識(第5章)、健康のpスク要因とその現状(第8章)、成功と公平感に関する意識

〔第7章〉、アイヌ国有の文化と宗教観〔第8章)、そして、アイヌ政策についての要望(第官重量)

に関して、その特徴を検討した。ただし、実際には、担当者ごとに間有の問題意識があるため、主主

によって上述のいずれの視点を重視するかという点で多様性が見られる。しかし、本報告書では、
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あえて視点の統一位に固執しなかったe 視点の統一性に固執するととよ哲も、担当者の問題意識を

大切にしたからである。全体としての統一殺に関しでは、今後の課題としたい。なお、巻末にお願

い状、調査索、簡単な解説付舎の単純集計表を付した。

設

1)とね調査では、アイ買わ人々的血液型、指紋、姿勢等師身体諮形質it:隠する形質人類学的データの採取も行わ

れ、その結果も報告されている(石田ほか 1952). 

2)アイヌの現在に焦点をあてた民族学ないし文化人類学研究の数少ない成果として、熊本孝の研究がある{熊本

語∞1，2004λ とれらの研究は、現在のアイヌの葬儀やま哲も祭哲を通じて、民族共生のあ哲方を考察したもので

ある。

3)との{也に、社会学者の関清秀と資重事兵市にもアイヌに関する論文や著作がある{関 1昔前，斎藤 19約).しかし、

前者は f都市(/)家族Jと題する著作の『付論Jとして掲載された小識であ型、後者は伝統的なアイヌの習俗に関

する従来の文献をまとめた著作で、絵本らの研究と比五干しうるものではないa

4)これらの調査の結果が各積施策に活かされたのかどうかは甚だ疑問だとする意見もある(波舎 2∞7:74)。しか

し、政策立案の基礎としてアイヌの人々の現状を把握しようとしたことは積極約に評唱してもよい。

5)道外のアイヌ民族に対する本格的な実態調奈としては、 1974年と1988(昭和63)年に実主証された東京都による

ものがあるだけである(東京都企画務整局務査部縞 1975;東京都企画審議室 1慰労.1988年の露関査結巣によれば、

東京在住のアイヌ推計人口は2，700人とされている。

6)日本や北海道全体のデータ者用いても、厳需には、アイヌ以外出日本人との比較はできない。これらのデータ

のもとになる各種調査ではアイヌの人々も対象者とLて含まれているからである。それでも、アイヌ以外の相本

人との比較の観点で特徴を把握しようとすれば、日本や北海道争体的デ]タとの比較がもっとも妥当な方法であ

ると考えられる。
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